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令和６年度概算要求について

資料１
核融合の挑戦的な研究の支援の
在り方に関する検討会（第４回）

令和５年９月26日

研究開発戦略官（核融合・原子力国際協力担当）付



フュージョンエネルギーの実現に向け、国際約束に基づき核融合実験炉の建設・運転を行うITER計画、ITER計画を補完・支援する研究開発を行う幅広いアプローチ（BA）活動、原型炉実現に向
けた研究開発及び人材育成等の基盤整備や、ムーンショット型研究開発制度を活用した独創的な新興技術の支援を、長期的視野に立って実施。
フュージョンエネルギーの科学的・技術的実現性の確立を目指すとともに、ITER主要機器開発を担当する我が国の技術的優位性を生かし、我が国のフュージョンエネルギーの実用化に向けた研究開発
を加速し、関連産業の育成等により国際競争力の維持・向上に取り組む。

BA活動等
令和6年度概算要求額：8,497 百万円(4,554百万円）令和6年度概算要求額：18,739百万円(16,742百万円）

ITER機構の活動（分担金）3,460百万円（ 5,412百万円）
量子科学技術研究開発機構（QST）におけるITER機器の
製作試験、人員派遣等（補助金）

      15,279百万円（11,329百万円）

ITER計画

〇半導体、バイオ、フュージョンエネルギー、AI（人工知能）など、年末に向けて、予算、税制、
規制のあらゆる面で、世界に伍して競争できる投資支援パッケージをつくってまいります。
（岸田内閣総理大臣 第211回通常国会閉会時記者会見（令和5年6月21日））

〇ＡＩ、量子技術、健康・医療、フュージョンエネルギー、バイオものづくり分野において、官民
連携による科学技術投資の抜本拡充を図り、科学技術立国を再興する。

（「経済財政運営と改革の基本方針 2023」 令和5年6月9日閣議決定）
〇戦略的に取り組むべき基盤技術 (5)フュージョンエネルギー 「今後の取組方針」
・ＩＴＥＲ計画/ＢＡ活動を通じてコア技術を獲得する。【文】
・将来の原型炉開発を見据えた研究開発を加速する。【文】

（ 「統合イノベーション戦略2023」 令和5年6月9日閣議決定）

⃝ フュージョンエネルギー（核融合エネルギー）は、①カーボンニュートラル、②豊富な燃料、③固有の安全性、
④環境保全性 といった特長を有し、将来のエネルギー源として、その実現が期待されている。

⃝ ロシアのウクライナ侵略により国際的なエネルギー情勢が大きく変化する中、エネルギー安全保障の確保が重要
度を増している。

⃝ これまで国際協力で進めてきたITER計画の進捗も踏まえながら、フュージョンエネルギー開発に関する各国独
自の取組が加速し、核融合ベンチャーへの投資も活発。国際協調から国際競争の時代に突入。同時に、他
国にとって我が国は有力なパートナーであり、海外市場を獲得するチャンス。

※その他、核融合科学研究所の超高温プラズマ学術研究基盤（LHD）計画（国立大学法人運営費交付金に別途計上）等を実施

⃝ 協定：2007年10月発効 ○ 参加極：日、欧、米、露、中、韓、印
⃝ 各極の費用分担（建設期）：

   欧州、      日本、 米国、 ロシア、 中国、 韓国、 インド
   45.5% 9.1% 9.1% 9.1% 9.1% 9.1% 9.1%
※各極が分担する機器を調達・製造して持ちより、ITER機構が全体を組み立てる仕
組み

⃝ 計画：運転開始：2025年12月、 核融合運転開始：2035年12月
※現在、新型コロナ感染症や技術的困難等の影響を最小化しつつ、核融合運転
の最速達成を目指した計画日程の改訂が行われている。

⃝ 成果：ITERサイトの建設作業が進捗するとともに、超伝導コイル等の我が
国に調達責任のある機器製作やイーター機構への納入が着実に進展。
ITERを通じて得られる知見は、各国や民間の炉開発に貢献すると評価。

⃝ 運転開始・核融合運転開始に向け、ダイバータなどの我が国の調達責任機
器の製作等を着実に進める。

⃝ 協定：2007年6月発効
⃝ 実施地：青森県六ヶ所村、茨城県那珂市
⃝ 令和2年4月からBAフェーズⅡとしてITER計画を補完・支援する
研究成果を創出する段階に移行。JT-60SAは令和5年秋に「初
プラズマ」を迎える予定であり、運転本格化に必要な経費を計上。

⃝  実施極：日、欧

令和６年度要求・要望額 292億円
（前年度予算額  213億円）

JT-60SA

「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」（令和5年4月 統合イノベーション戦略推進会議決定）
も踏まえ、フュージョンエネルギーの実用化に向け、技術的優位性を活かして市場の勝ち筋を掴む 
“フュージョンエネルギーの産業化”のための研究開発の加速・産業の育成が必要。

背景・課題 直近の政府文書等における記載

目的・概要

ITERサイトの建設状況 (2023.4)

超伝導TFコイル日本製
最終号機の完成 (2023.2)

実験炉ITER
（フランスに建設中）

ITER 計画/BA 活動等を通じたコアとなる技術開発の推進に加えて、ムーンショット型研究開発制度を
活用し、ゲームチェンジャーとなりうる小型化・高度化等をはじめとする独創的な新興技術の支援を強化。

新興技術の支援
令和6年度概算要求額：2,000百万円（新規・再掲）

QSTにおける、日欧共同による「幅広いアプローチ（BA）活動」の推進（補助金）
①先進超伝導トカマク装置（JT-60SA）の運転と整備 4,930百万円（1,945百万円)
②原型加速器の連続運転に向けた整備等 657百万円（   668百万円)
③原型炉設計活動や計算機シミュレーション活動等 2,117百万円（ 1,940百万円)
④PD・POの体制の下での原型炉実現に向けた基盤整備  794百万円（新規プロジェクト）

⃝ 新しい取組として、原型炉研究開発の加速、人材育成の強化、アウトリーチ活動の各プログラムの実
施や、 QSTのイノベーション拠点化を通じて、我が国における原型炉の建設移行判断を見据えた環
境を構築。プログラムディレクター(PD)、プログラムオフィサー(PO)の体制の下で実施し、各プログラム
間の相乗効果を発揮。

ITER計画・BA活動等のフュージョンエネルギー研究開発の推進
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（参考）フュージョンエネルギーに関する総理発言等

●ニューヨーク経済クラブ主催による岸田総理大臣講演(令和5年9月21日)

投資に関しては、環境分野で10年間に150兆円の官民投資を行うこととし、 関
連法案を成立させた。環境以外にも、AI、半導体、バイオ、フュージョンエネルギー
など、先端分野の官民投資を加速するため、予算・税制・規制のあらゆる面で
世界に伍して競争できる、「投資支援パッケージ」を作り、実行していく。

●高市内閣府特命担当大臣記者会見要旨(令和5年9月8日)

今年４月に日本初の核融合戦略となる「フュージョンエネルギー・イノベーション
戦略」を取りまとめることができました。

今、フュージョンエネルギーというのは、次世代のクリーンエネルギーでございますので
大変期待されておりまして、非常に国際競争が激しくなっております。政府としまし
ては、この競争に打ち勝っていかなければいけませんので、今回の概算要求では、初
の国家戦略に基づきまして、ITER計画の推進や原型炉開発の加速に加えまして、
新たな取組として、ムーンショット型研究開発制度を活用して、小型化・高度化を
はじめとする独創的な新興技術の開発を強化することにしております。

ちなみに、6年度の要求額は293億円、前年度比37％増ということでございます。
内閣府としましては、関係省庁が一丸となって必要な予算額を年末に向けて
しっかりと確保するとともに、産業協議会を設立して、産業界も巻き込みながら
フュージョンエネルギーの実現に 向けて、しっかり取り組んでまいりたいと思っております。
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